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はじめに

１ 計画策定の目的

中頓別町の人口は、今後減少が続くことが予測され、これまで需要の増大に応じて整備を進めて
きた公共施設等が、老朽化による更新時期の到来や、大規模災害への対応が必要となるなか、
財政環境の厳しさが続いていることも踏まえ、人口減少に応じた計画的な更新・統廃合・長寿命
化等の検討、財政負担の軽減・平準化、公共施設等の最適な配置の実現が必要となっています。
本計画は、公共施設等の全体像を明らかにし、様々な社会情勢を踏まえ、長期的な視点を持

って、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進することを目的に策定するものです。

２ 計画の対象となる施設

中頓別町が保有する町民文化系施設、行政系施設、子育て支援施設などの公共建築物と道
路、橋梁、公園などの社会生活基盤であるインフラ資産の総称を公共施設等とし、本計画の対象
とします。次のページの表のとおり、公共建築物は 12類型に分類しました。
また、インフラ資産については、道路（町道、農道、林道）、橋梁、公園、上下水道資産、土

地改良施設の 5類型を対象として、現状等の把握や基本的な管理方針を示しています。

３ 計画の位置づけ

本計画は、「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」及び「インフラ長寿命化基本
計画」に基づき策定しており、「中頓別町総合計画（以下、総合計画）」のまちづくりの方針と整
合性を図りながら、取り組みを進めていきます。
また、個別施設計画は、本計画を具体的に実施するための計画としています。

中頓別町総合計画

インフラ長寿命化基本計画（国）

中頓別町公共施設等総合管理計画

・中頓別町公共施設等個別施設計画 ・中頓別町水道施設更新計画
・中頓別町町有施設長寿命化計画 ・中頓別町下水道ストックマネジメント計画
・中頓別町公営住宅等長寿命化計画 ・中頓別町橋梁長寿命化修繕計画

個別施設計画
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■施設分類表

大
分
類

№ 中分類 主な施設

公
共
建
築
物

1 教育文化関連施設 学校、その他教育施設
2 庁舎関連施設 役場庁舎、消防庁舎
3 産業（農業）関連施設 産業系施設
4 供給処理施設 下水道管理センター、浄水場、廃棄物処理施設
5 スポーツ・レク施設 体育館、プール、スキー場等
6 観光関連施設 温泉等観光関連施設
7 医療関連施設 病院、診療所
8 子育て支援関連施設 こども園
9 保健福祉関連施設 保健センター、介護福祉センター
10 コミュニティ関連施設 コミュニティセンター、自治会館
11 その他施設 バスターミナル、自動車学校、火葬場等
12 住宅関連施設 町有住宅、教職員住宅、病院職員住宅

イ
ン
フ
ラ
資
産

1 道路 町道、農道、林道
2 橋梁
３ 公園
4 上下水道資産 簡易水道、公共下水道 排水管、管渠等
5 土地改良施設 排水路、暗渠等
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第１章 公共施設等の現状及び将来の見通し

1 公共建築物の現状

中頓別町の公共建築物の延べ床面積の合計は約10.6万㎡であり、分類別内訳ではその他施
設の占める延べ床面積の割合が最も多く全体の 39.2％、次いで住宅関連施設が 21.4％、教育
文化関連施設 11.2％となっています。
市街地を中心に公共施設がコンパクトにまとまっており、適正な管理がされている。また、施設の複
合化などの施設数を増やさない取り組みがなされている。しかし、老朽化した施設も多く、今後、年
次的な更新が必要な状況といえます。

■分類別の延べ床面積、割合

※固定資産台帳・公有財産台帳より集計。中頓別町の人口は「住基ネットにおける人口（北海道総
合政策部地域主権・行政局市町村課調）」で平成28年3月31日現在公表している1,789人
で計算

№ 分類名 施設数
延床面積
（㎡）

割合
（％）

人口一人
当たり
延床面積
（㎡）

1 教育文化関連施設 14 11,834.6 11.2% 6.6
2 庁舎関連施設 7 4,088.4 3.9% 2.3
3 産業（農業）関連施設 14 6,767.8 6.4% 3.8
4 供給処理施設 12 3,642.8 3.4% 2.0
5 スポーツ・レク施設 17 3,949.8 3.7% 2.2
6 観光関連施設 26 5,149.3 4.9% 2.9
7 医療関連施設 2 2,642.5 2.5% 1.5
8 子育て支援関連施設 1 1,213.8 1.2% 0.7
9 保健福祉関連施設 2 952.8 0.9% 0.5
10 コミュニティ関連施設 14 1,382.4 1.3% 0.8
11 その他施設 40 41,332.8 39.2% 23.1
12 住宅関連施設 144 22,612.0 21.4% 12.6
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２ 公共施設等の有形固定資産減価償却率

公共施設等の有形固定資産減価償却率は次の計算式で表しています。
有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額／取得価額（再調達価額）
有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作物等）の取得価額に対する減価

償却累計額の割合を計算することにより、耐用年数に対して減価償却がどこまで進んでいるか把握
することが出来ます。
ただし、長寿命化工事による使用期間の延長効果は数字に反映されないことから、施設の老朽

度合や、施設の安全性の低さを直接的に示すものではありません。
１００％に近いほど償却が進んでおり、平均的な有形固定資産減価償却率は３５～５０％
程度といわれていますが、中頓別町の有形固定資産減価償却率は 53.4％で、平均値より若干
高い水準です。

№ 分類名

取得価額
（再調達価

額）
（千円）

減価償却
累計額
（千円）

帳簿価額
（千円）

平均
経過年数
（年）

有形固定
資産減価
償却率
（％）

1 教育文化関連施設 1,691,704 1,270,432 421,272 33.7 75.1%
2 庁舎関連施設 865,351 375,242 490,109 17.2 43.4%
3 産業（農業）関連施設 519,258 199,600 319,658 14.4 38.4%
4 供給処理施設 1,358,229 615,040 743,189 18.0 45.3%
5 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸ施設 464,472 387,575 76,896 29.5 83.4%
6 観光関連施設 1,714,918 1,223,553 491,364 23.9 71.3%
7 医療関連施設 668,481 278,813 389,668 22.5 41.7%
8 子育て支援関連施設 422,625 139,466 283,159 15.0 33.0%
9 保健福祉関連施設 258,230 82,633 175,596 16.0 32.0%
10 コミュニティ関連施設 171,678 93,350 78,328 22.0 54.4%
11 その他施設 2,112,922 1,845,549 267,373 21.8 87.3%
12 住宅関連施設 3,293,256 1,736,457 1,556,799 28.2 52.7%
公共建築物合計 13,541,122 8,247,710 5,293,412 21.9 60.9%
1 道路 25,081,487 13,125,737 11,955,750 21.1 52.3%
2 橋梁 1,083,244 443,530 639,715 26.1 40.9%
3 公園 686,862 327,411 359,451 18.3 47.7%
4 上下水道資産 5,299,988 2,243,639 3,056,350 17.3 42.3%
5 土地改良施設 602,397 327,769 274,628 25.2 54.4%

インフラ資産合計 32,753,978 16,468,085 16,285,893 21.6 50.3%
公共施設等合計 46,295,100 24,715,795 21,579,305 21.8 53.4%
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３ 人口についての今後の見通し

（１）総人口の推移と将来推計

1920（大正 9）年から現在までの総人口の推移と 2040（令和 22）年までの将来推計をグ
ラフに示します。これにより、大正期からの推移の中でも特に戦後から現在にわたる総人口の動向を
分析します。
中頓別町では、町制が施行された翌年の 1950（昭和 25）年まで人口の増加傾向がみられ、

この時点の人口は 7,592 人であった。しかし、1960（昭和 35）年からは急激な減少傾向に転じ
ており、以降、5年毎に実施している国勢調査の結果では各調査時点において、前回調査と比較し
て 15％程度の減少率で推移しています。
この減少率は、1995（平成７）年国勢調査以降、10％程度に落ち着いているものの、国立社

会保障・人口問題研究所（以下「社人研」）の推計によれば 2015（平成 27）年以降も減少
率が微増する推移となっており、2010（平成 22）年国勢調査結果では 1,974 人であった人口が
2040（令和 22）年には 946 人にまで減少するとされています。

■総人口の推移（北海道中頓別町）

（出典：中頓別町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン）■データ参考資料 総人口の推移
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（２）目指すべき将来の方向と中頓別町の独自推計

①目指すべき将来の方向

人口減少を食い止めるためには、「転入者の増加」「出生数の増加」「転出者の抑制」の 3 つが要
因となります。中頓別町では、この 3 つの柱に対して次の方向で取組を進めます。

■魅力ある働く場と子育て環境を整え、現役世代・子育て世代の転入を促進する
＜転入者の増加＞

中頓別町で働きたいと思う人を増やすため、基幹産業である酪農業・林業、および就業者数の多
い医療・福祉分野を中心に、より魅力のある就業環境を整えるための取組を行います。
また、就業環境に加え、中頓別町らしい子育て環境づくりにも取り組み、現役世代・子育て世代の

転入を促進し、この世代が転入超過となることを目指します。
転入促進のためには、交流人口の増加を目指した観光振興や、地域の情報を積極的に発信しま

す。

■出生率1.66 を実現するために結婚・出産・子育て環境を整える＜出生率の向上＞

中頓別町の合計特殊出生率は、1998(平成 10)年－2002(平成 14)年までは 1.66 と全国・
全道平均を上回る状況でしたが、2003(平成 15)年－2007(平成 19)年が 1.22、2008 年(平
成 20年)－2012 年(平成 24年)では 1.23 と下がり、全国・全道平均を下回っています。
平成 27年度に実施した町民アンケート調査の結果から、町民（20歳～39 歳）の結婚・出産

に関する意向に基づき算出した「希望出生率」は1.71であることを踏まえ、2025（令和7）年まで
に 10年前の水準である「出生率 1.66」の実現を目指します。

■地域資源の活用、生活インフラの維持に取り組み、安心して暮らせるまちをつくる
＜定住促進（転出抑制）＞

住民アンケートの回答からは、生活用品や生鮮食料品等の買い物や交通の利便性、医療体制に
対する意見が多く寄せられており、定住促進をしていくためには移動手段の確保、商工業の振興等に
取り組んでいく必要があります。地域資源を最大限活用し、この町で暮らしたいと思う人が増えるまち
づくりを目指します。
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②中頓別町の独自推計

前述した「目指すべき将来の方向」に示した取組を継続し、その相乗効果等を踏まえ、合計特
殊出生率および人口移動について次のような状態になることを目指します。

2025年に希望出生率 1.66 となり、2040 年に出生率 2.1 となる場合
2020年に 20～24、25～29、30～34、35～39 歳の男・女がそれぞれ年間 0.8 人ずつ増加（1年間で 6.4 人、5 年間で 32 人）し、
2025 年から 20～24、25～29、30～34、35～39 歳の男・女がそれぞれ年間 1.2 人ずつ増加する場合（1年間で 9.6 人、5 年間で 48 人）

■将来の人口推移（中頓別町独自推計）

以上の条件を踏まえて中頓別町の将来人口を推計すると、2020（令和 2）年時点で
1,608人、2040（令和 22）年時点で 1,247人となる。この結果を踏まえ、中頓別町の総人
口を 2020（令和 2）年度末時点で 1,600 人、2040（令和 22）年度末時点において
1,250人を維持することを目指します。

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年
総人口（人） 1,974 1,752 1,608 1,496 1,398 1,314 1,247 1,192 1,147 1,113 1,086
合計特殊出生率（TFR） 1.23 1.52 1.61 1.66 1.81 1.95 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1
（再掲）0～14歳 207 175 148 139 136 143 155 164 164 157 153
（再掲）15～64歳 1,057 870 767 707 686 660 629 597 609 619 625
（再掲）65歳以上 710 707 693 650 575 511 463 430 373 336 308
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４ 公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の見込み

（１）公共施設の改修・更新に係る費用

現存する公共施設等を耐用年数到来した 20年後に取得価額（再調達価額）で更新した
場合、公共建築物で約 131 億円、インフラ資産で約 315 億円、今後 50 年間に係る費用は
446 億円となります。年平均では、公共建築物で約 2.6 億円、インフラ資産で約 6.3 億円の合
計約 8.9 億円となります。
10 年ごとの期間でみると、2047 年から 2056 年までが最も多く、次いで 2037 年から 2046

年までとなっており、改修・更新等による財政への負担が懸念されます。
また、公共施設等の更新は公共建築物に加えて、道路・橋梁・上下水道等のインフラ施設の

維持管理費用についても考慮する必要があります。これらは、社会経済活動や地域生活を支える
社会基盤として、日常の交通機能等とともに、防災対策としても重要な役割を担っています。

■中頓別町の公共施設等の更新必要額と時期
（単位：百万円）

№ 分類名
2017
～

2026

2027
～

2036

2037
～

2046

2047
～

2056

2057
～

2066
合計

1 教育文化関連施設 20 280 678 687 27 1,692
2 庁舎関連施設 0 174 0 2 0 176
3 産業(農業)関連施設 1 0 29 419 70 519
4 供給処理施設 0 0 105 417 272 794
5 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚク施設 28 105 110 221 0 464
6 観光関連施設 103 306 423 61 822 1,715
7 医療関連施設 29 0 0 0 0 29
8 子育て支援関連施設 0 0 0 0 0 0
9 保健福祉関連施設 0 0 0 0 0 0
10 ｺﾐｭﾆﾃｨ関連施設 0 36 68 23 45 172
11 その他施設 102 1,211 513 104 189 2,119
12 住宅関連施設 166 225 91 1,301 1,117 2,900
公共建築物合計 449 2,337 2,017 3,235 2,542 10,580
1 道路 0 0 0 3,640 18,361 22,001
2 橋梁 0 0 0 0 823 823
3 公園 0 0 2 372 313 687
4 上下水道資産 0 0 1,102 0 4,198 5,300
5 土地改良施設 0 0 0 261 248 509

インフラ資産合計 0 0 1,104 4,273 23,943 29,320
公共施設等合計 449 2,337 3,121 7,508 26,485 39,900
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■公共建築物の更新必要額と時期

■インフラ資産含めた公共施設等の改修更新に係る経費見込み
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（2）公共施設の維持管理に係る費用

一方、公共施設の維持・管理に係る費用についても、施設分類ごとに紐付けて集計してみます。
下表は、平成 25 年度～平成 27 年度の 3 カ年の歳入歳出決算書を基に、歳出のうち公共施
設の維持・管理に係る費用を、関係する公共施設ごとに集計し、3 カ年平均を算出したのもので
す。

■公共施設（建築物）分類別の施設別の行政コスト （単位：千円、％）

※各科目の区分と内容は次のとおり。
イ）燃料費・光熱水費
ロ）修繕料 当該資産の維持補修費
ハ）減価償却費 当該資産の1年間の減価償却費
ニ）委託料 施設管理委託、清掃委託等
ホ）その他経費 保険料・手数料・通信運搬費・消耗品費

No 分類名 燃料費 光熱水費 修繕料
減価

償却費
委託料

その他

経費
合計

1 教育文化関連施設 1,558 3,537 921 33,877 2,148 258 42,299
2 庁舎関連施設 950 1,329 635 8,107 39,623 1,475 52,119
3 産業（農業）関連施設 1,421 3,693 30,670 16,967 1,767 2,116 56,634
4 供給処理施設 99 0 835 32,724 79,926 32,375 145,959
5 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚク施設 5,416 8,310 1,939 8,367 23,741 5,027 52,800
6 観光関連施設 1,590 3,859 714 39,386 2,501 932 48,982
7 医療関連施設 2,902 2,846 621 12,790 2,985 1,136 23,280
8 子育て支援関連施設 0 0 0 9,298 0 0 9,298
9 保健福祉関連施設 0 24 302 5,164 3,498 33 9,021
10 ｺﾐｭﾆﾃｨ関連施設 0 35 750 5,849 3,957 11 10,602
11 その他施設 0 32 563 20,725 3,826 2,344 27,490
12 住宅関連施設 0 37 0 78,996 5,836 345 85,214

合計 13,936 23,702 37,950 272,250 169,808 46,052 563,692
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（3）財政状況

当町の歳入は、平成18（2006）年度から平成27（2015）年度までの10
年間の平均で、全体の約63.6％を地方交付税が占め、自主財源である町税（地

方税）は約4.7％となっているなど、地方交付税に対する依存度が高く、国の施

策による影響を大きく受けやすい状況です。

地方債については、真に必要な事業を選択することで新規借入額の抑制に努め、

地方債残高や実質公債費比率等の改善を図っています。

■歳入の推移

（単位：百万円）

当町の歳出は、平成18（2006）年度から平成27（2015）年度までの10

年間を見ると、平成23（2011）年度の約27億円をピークに減少し、平成27

（2015）年度では約25億円と、約2億円の削減となっています。

平成 18 年度
(2006 年度)

平成 19 年度
(2007 年度)

平成 20 年度
(2008 年度)

平成 21 年度
(2009 年度)

平成 22 年度
(2010 年度)

平成 23 年度
(2011 年度)

平成 24 年度
(2012 年度)

平成 25 年度
(2013 年度)

平成 26 年度
(2014 年度)

平成 27 年度
(2015 年度)

地方税 103 114 114 109 115 111 115 116 116 121
地方譲与税 62 51 49 46 44 43 40 38 37 38
交付金 36 33 29 27 29 27 23 24 22 34
地方交付税 1,426 1,376 1,438 1,449 1,543 1,490 1,768 1,707 1,504 1,582
繰入金 68 83 13 52 17 22 18 13 19 19
地方債 200 132 86 146 155 384 151 187 150 285
その他 273 280 554 564 587 703 398 503 347 460
歳入合計 2,168 2,069 2,283 2,393 2,490 2,780 2,513 2,588 2,195 2,539
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普通建設事業費は、平成23（2011）年度が多く、その後減少傾向でしたが、

平成27（2015）年度については増加しています。

公債費については、歳出に占める割合を見ると平成 18（2006）年度の約

26.8%をピークに、平成27（2015）年度では約9.1%にまで減少しました。

これは過去に実施した社会資本整備事業に伴う地方債の償還などが終了し、新規

借入も抑制したことによるものです。

■歳出の推移

（単位：百万円）
平成 18 年度
(2006 年度)

平成 19 年度
(2007 年度)

平成 20 年度
(2008 年度)

平成 21 年度
(2009 年度)

平成 22 年度
(2010 年度)

平成 23 年度
(2011 年度)

平成 24 年度
(2012 年度)

平成 25 年度
(2013 年度)

平成 26 年度
(2014 年度)

平成 27 年度
(2015 年度)

人件費 418 415 413 403 398 417 405 403 385 387
物件費 286 263 277 303 342 403 323 332 333 352
扶助費 53 57 53 60 74 83 90 89 94 93
補助費等 268 323 280 311 265 308 307 284 389 332
公債費 577 513 465 432 345 318 295 273 226 226
積立 71 28 164 251 295 76 481 428 184 106
投資的経費 237 190 306 286 349 737 182 352 152 519
その他 241 261 290 313 359 374 396 404 390 461
歳出合計 2,151 2,050 2,248 2,359 2,427 2,716 2,479 2,565 2,153 2,476
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（4）財政シミュレーション

近年の財政状況を基に、前述した公共施設等の改修・更新費用や維持・管理費用を踏まえ、
今後 10年間の財政状況をシミュレーションすると以下のとおりになります。

①財政シミュレーション（公共施設更新分を含まず）

【歳入】 （単位：百万円）

【歳出】

【収支】

※シミュレーション条件
中頓別町中長期行財政運営計画、財源改善対策後の数値を引用。
・財源改善対策として、平成３１年度より物件費、維持補修費、補助費を毎年１％削減し、５年
目に５％削減することとしている。

科目 平成29年度 平成 30年度 平成 31年度 令和２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和8年度
地方税 144 142 142 142 142 142 142 142 142 142
譲与税･交付金 95 95 95 95 95 95 95 95 95 95
地方交付税 2,155 2,113 2,093 2,100 2,018 2,039 2,044 2,053 2,063 1,988
普通交付税 1,959 1,923 1,903 1,910 1,828 1,849 1,854 1,863 1,873 1,798
特別交付税 196 190 190 190 190 190 190 190 190 190

国･道又出金 357 357 357 357 357 357 357 357 357 357
その他の収人 393 368 345 369 388 416 433 425 458 496
地方債 619 741 480 480 480 480 480 480 480 480
合計 3,764 3,816 3,512 3,543 3,480 3,529 3,551 3,552 3,596 3,559

科目 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度 令和 3年度 令和4年度 令和 5年度 令和6年度 令和 7年度 令和8年度
人件費 479 470 479 455 455 455 455 455 455 455
扶助費 299 299 299 299 299 299 299 299 299 299
物件費･維持補修費 550 546 541 535 530 524 519 519 519 519
補助費等 866 866 857 848 840 832 823 823 823 823
繰出金 229 227 231 231 230 229 229 230 229 229
普通建設事業(災害） 616 706 422 422 422 422 422 422 422 422
公債費 424 390 367 409 452 505 519 528 541 555
その他支出 116 178 147 147 147 147 147 147 147 147
合計 3,579 3,682 3,344 3,347 3,375 3,414 3,414 3,424 3,436 3,450

収支 185 134 168 196 105 115 137 128 160 109



14

②耐用年数満了後20年経過時に施設を更新する費用を計上

【歳入】 （単位：百万円）

【歳出】

【収支】

シミュレーションの結果、毎年度 2百万円から 17 百万円程度の一般財源が必要となり、公共施設
等の更新費用は 10 カ年の約 6億万円程度となります。
更新対象施設の中には、利用頻度の少ない施設や数量の充足等により更新不要と思われる施設も

含まれています。また、今後、長寿命化で改修、修繕を行う必要がある施設や、近年に改修を行う予定
のある施設もあるため、更新年度がさらに後年度になるものも含まれている実態にあります。

※シミュレーション条件
①に公共施設等が耐用年数到来後 20 年経過した施設を更新する際の支出、収入を見込んでいる。
さらに長寿命化に関する支出も見込んでいる。
・施設更新に係る費用として、国、道補助金を 30％、起債を 70％充当。
・起債は過疎対策事業を想定し、元利償還金に係る普通交付税参入額を計上。
・起債に係る元利償還金に対して、普通交付税算入額を差し引いた額を事業実施年度に基金とし
て積み立て、毎年度の償還金に充当。
・長寿命化に係る改修、修繕費用を毎年度 2,000 万円見込み、同額を「公共施設整備等基金」
より繰り入れ、充当。

科目 平成29年度 平成30年度 平成 31年度 令和２年度 令和 3年度 令和4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和8年度
更新関連以外 3,764 3,816 3,512 3,543 3,480 3,529 3,551 3,552 3,596 3,559
施設更新分 80 9 60 22 6 56 42 149 77 94
国道補助金 24 3 18 7 0 15 9 41 19 23
地方債 56 6 42 15 0 34 21 95 45 54
償還金分交付税 0 0 0 0 4 5 8 9 9 12
積立金繰入 0 0 0 0 2 2 3 4 4 5

長寿命化繰入 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20
合計 3,864 3,845 3,592 3,585 3,506 3,605 3,613 3,721 3,693 3,673

科目 平成29年度 平成30年度 平成 31年度 令和２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和8年度
更新関連以外 3,579 3,682 3,344 3,347 3,375 3,414 3,414 3,424 3,436 3,450
施設更新分 97 10 72 27 6 66 48 178 91 111
更新費用 80 9 59 22 0 49 30 136 64 77
償還分積立金 17 2 13 5 0 10 6 29 14 16
償還金 0 0 0 0 6 7 12 13 13 17

長寿命化改修 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20
合計 3,696 3,713 3,436 3,393 3,401 3,500 3,482 3,622 3,546 3,581

収支 168 132 156 192 105 105 131 99 147 92
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（５）長寿命化対策を反映した場合の効果額

個別施設計画に基づき、長寿命化対策を実施する場合の効果額は約 7.3 億円（39.3%）
となります。この中で、公共建築物の効果額が約 9.1 億円、インフラ資産の効果額が約 1.8 億
円の増加となります。なお、個別施設計画の計画期間である令和 3（2021）年度から令和 8
（2026）年度までの 6年間で算定しています。

（単位：百万円）

５ 公共施設等のこれまでの経過

（１）過去に行った対策の実績

① 中頓別町の地域ブランドとしてのイメージの統一化が図り切れていない状況であり、また、山
村交流施設（コテージ）の老朽化も著しいことから、山村交流施設（コテージ）の長寿命化と
あわせてトイレの洋式化や照明器具などの室内装飾をリニューアルすることにより、地域のイメージ
アップを図るとともに、観光入れ込みや収益の増加を目指し、改修しています。

② 中頓別町寿スキー場について、リフト及びロッジの老朽化が著しいことから、リフトについてはペ
アリフト化や減速機能の付与、山麓乗場の高低差の解消を行い、ロッジについてはバリアフリー化
やトイレの水洗化を行うことで、各世代の利用者が安心・安全に利用することができるよう、改修
しています。

③ 老朽化等が著しい町営住宅については、民間住宅の増加や人口の減少を考慮し、計画的
に縮減（解体）を進めています。

単純更新 個別施設計画 効果額 削減割合

公共建築物 1,846 941 905 49.0%

インフラ資産 0 180 -180 －

合計 1,846 1,121 725 39.3%
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（２）施設保有量の推移

■公共建築物における分類別の推移

■インフラ資産を含めた推移
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（３）有形固定資産減価償却率の推移

■公共建築物における分類別の推移

■インフラ資産を含めた推移
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第２章公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針

１ 計画期間

計画期間は、2017 年から 2026 年までの 10年間とし、今後の上位・関連計画や社会情
勢の変化等の状況の変化に応じて適宜見直しを行っていくこととします。
また、個別の施設の更新・統廃合・長寿命化等については、必要に応じて適宜個別施設計画

の見直しを行っていくこととします。

２ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策

（１）全庁的な公共施設の管理取組体制

公共施設等の管理については、現状、分類ごとに各課係で管理され、必ずしも情報が全庁的
に共有されていないことから、総合的かつ計画的に管理することができる組織を設置し、全庁的に
管理することとします。
また、公共施設等の情報を管理・集約する部署を定めます。

（２）情報管理・共有方策

公共施設の情報については、固定資産台帳や財産台帳を一元的な情報データとして活用し、
修繕履歴や建替等に関する情報を更新していくこととします。
また、公共施設に関する情報や課題意識の共有を図るため、議会や町民に対し随時情報提

供を行い、町全体で認識の共有化を図ります。

３ 現状や課題に関する基本認識

（１）公共施設等の改修・更新等への対応

過去に整備を進めてきた公共施設等の老朽化が進んでいます。
今後、これらの公共施設等の改修・更新等の費用が発生することが見込まれますが、既存施

設全てに改修・更新等の投資を継続していくと、他の行政サービスに重大な影響を及ぼす可能性
があります。
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健全な財政状況を維持するためには、改修・更新等にかかる費用を平準化させるとともに、投
資費用を抑制することが必要であり、今後は中長期的な視点による、計画的・戦略的な公共施
設等の再編成・管理に取り組む必要があります。

（２）人口減少への対応

中頓別町の総人口は、高度経済成長期である 1960 年から減少を続け、その後も減少を続
けています。中頓別町人口ビジョンでは、2040 年に 1,247 人の人口規模になると見込んでいま
す。
人口構成の大きな転換も想定した適正な公共施設等の数や配置を検討していく必要がありま

す。
ただし、検討の際は人口だけにとらわれることなく、地域の特性を考慮して配置や管理・運営を

検討していく必要があります。

（３）逼迫する財政状況への対応

今後、人口の減少に伴い町税収入等、一般財源の減少が予想されることに加えて、高齢化の
進行に伴う扶助費等の義務的経費が増加することから、公共施設等の維持管理のための財源
確保が出来なくなることが見込まれます。
こうした厳しい財政状況の中で、公共施設等の管理・運営にかかる費用を縮減し、なおかつ機

能の維持を図っていくことが大きな課題となります。
また、民間企業との連携や、町民との協働も視野に入れながら、事業の効率化や維持管理費

の削減に取り組む必要があります。
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４ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方

（１）基本的な考え方

中頓別町まち・ひと・しごと創生人口ビジョンで 2040 年に 1,247 人の人口規模になると見込
むなかで、地域の将来像を見据えた公共施設等の適正な配置等の検討を行っていきます。
新規の公共施設等は財政状況を踏まえ、供給量の適正化を図ります。
既存施設については、老朽化の状況や利用実態及び今後の需要見通しを踏まえ、施設の長

寿命化を柱に、建て替え、民間等への譲渡、複合化、広域化のいずれかを選択し、建て替えをす
る場合には、まず減築や他の施設との複合化を検討します。
建築基準法改正前 1986 年（昭和56年）以前に建てられたもの、また、木造の耐用年数

を 40年、非木造の非耐用年数を 50年と設定した場合に、計画策定最終年次である令和 8
年時に耐用年数を超える施設を優先的に検討します。

①公共施設
■供給に関する方針

■品質に関する方針

○機能の複合化等による効率的な施設配置
・老朽化が著しいが、町民サービスを行う上で廃止できない施設については、周辺施設の立
地状況を踏まえながら、施設の統合や機能の複合化等により、効率的な施設配置及び町
民ニーズの変化への対応を図ります。
○施設総量の適正化
・町民ニーズや上位・関連計画、政策との整合性、費用対効果を踏まえながら、人口減少
や厳しい財政状況を勘案し、必要なサービス水準を確保しつつ施設総量の適正化（縮
減）を図ります。
・当面、財政状況や中頓別町中長期行財政運営計画での目標数値を基に、公共施設の
管理戸数、面積を計画最終年の2026年までに5％削減することを目標とします。

○予防保全の推進
・日常点検、定期点検を実施し、劣化状況の把握に努めるとともに、点検結果を踏まえた修
繕や改修の実施により予防保全に努めます。
○計画的な長寿命化の推進
・建築後長期間経過した施設については、大規模改修の検討と併せ、今後見直しも検討し
ている「町有施設長寿命化計画」に基づき改修、改築、修繕を行っていくとともに、点検等の
強化などにより、計画的な維持管理を推進し、施設の長寿命化を図ります。
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■財務に関する方針

②インフラ資産
■供給に関する方針

■品質に関する方針

■財務に関する方針

○長期的費用の縮減と平準化
・改修・更新等の費用の縮減と更新時期の集中化を避けることにより、歳出予算の縮減と平
準化を図ります。
○維持管理費用の適正化
・現状の維持管理にかかる費用や業務内容を分析し、維持管理費用や施設使用料等の
適正化を図ります。
○民間活力の導入
・計画的に民間業者等に指定管理を行うとともに、ＰＰＰやＰＦＩなどの手法の活用
の研究を行うことで、施設の整備や管理・運営における官民の連携を図り、財政負担の軽減
と行政サービスの維持・向上を図ります。

○社会構造変化に対応した適正な供給
・社会構造の変化を踏まえ、適正な供給を図ります。

○長寿命化の推進
・道路、橋梁、河川、下水道、土地改良施設といった施設種別ごとの特性を考慮し、各分
野が定める長寿命化計画に基づき、回収、修繕を行っていくとともに、適正な維持管理に努
めます。

○維持管理費用の適正化
・計画的な点検や維持補修により、維持管理費用の適正化及び平準化を図ります。
○民間活力の導入
・計画的に民間業者等に指定管理を行うとともに、ＰＰＰやＰＦＩなどの手法の活用
の研究を行うことで、施設の整備や管理・運営における官民の連携を図り、財政負担の軽減
と行政サービスの維持・向上を図ります。
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（２）実施方針

①点検・診断等の実施方針
利用状況や設置された自然環境等、施設の特性を考慮した上で、定期的な目視点検・診断に
より状態を正確に把握します。
インフラについては、維持管理コストの削減を図るため、施設の長寿命化を図ります。インフラの健
全度の把握については、関係省庁が作成する点検マニュアルに基づき、定期的な点検の実施によ
る予防的かつ計画的な対応を行うこととします。
点検・診断の結果に基づき、必要な対策を適切な時期に、着実かつ効率的・効果的に実施して
いきます。

②維持管理・修繕・更新等の実施方針

a.公共施設等（建築物）の維持管理・修繕・更新等の実施方針
公共施設等（建築物）の維持管理・修繕・更新は、建設時から経過した年月によって、その対

処方法が異なることから、施設ごとに点検・診断を行う必要があります。
これからの施設整備の考え方として、利用率、機能・性能の高低を見ながら、長寿命化、転用、

複合化、統合、改修、改善廃止を検討していく、いわゆるワイズユース型への転換を図っていくことと
します。
さらに今後の更新に係る方針として、公共施設の供給に係る方針と同様に、公共施設の維持管

理戸数、面積について、計画最終年の 2026年(令和 8)までに 5％削減することを目標とします。
なお、施設更新を行う場合においては、財政シミュレーション②耐用年数満了後２０年経過時

に施設を更新する費用を計上に示した、施設更新費用の範囲内とします。

b.インフラ系施設の維持管理・修繕・更新等の実施方針
インフラ系施設はまちづくりの基盤となるものであり、利用者の安全性確保や安定した供給・処理

が重要であることから適切な点検・診断を行い、結果に基づき必要な措置を行い、得られた施設の
状態等を記録し、次の点検・診断に活用するというメンテナンスサイクルの構築により効率的な維持
管理を推進します。また、このような取組により維持管理費用の縮減・平準化を図ります。

（３）安全確保の実施方針
日常点検や定期点検により、施設の劣化状況の把握に努めます。さらに、災害時に防災拠点や

避難所となる公共施設（建築物）もあることから、危険性が認められた施設については、施設の利
用状況や優先度を踏まえ計画的な改修、解体、除去を検討し、対応していきます。
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また、今後利用見込みのない施設については、周辺環境への影響を考慮し、解体、除去するな
どの対策を講じ、安全性の確保を図ります。

（４）耐震化の実施方針
国及び北海道では、住宅・建築物の耐震化目標を９割としています。
中頓別町においても、国及び北海道との整合性を図り、今後見直しも検討している「耐震改

修促進計画」を策定しており、今後も計画的に耐震化を進めていきます。

（５）長寿命化の実施方針
今後も保持していく必要がある施設については、定期的な点検や修繕による予防保全に努める

とともに、計画的な機能改善による施設の長寿命化を推進します。
また、「中頓別町町有施設長寿命化計画」及び各施設で策定している長寿命化に関する計画

にゆだねるとともに、本計画の方向性との整合を図るものとします。

（６）統合や廃止の推進方針
施設の維持管理戸数、面積 5％削減目標を達成するため、施設の利用状況、運営状況、費

用の状況等を踏まえ、必要に応じて公共施設等の統合・廃止や規模縮小等を検討します。
検討に当たっては、前述しています、利用率、機能・性能の高低による整理、ワイズユース型

（２４ページの「これからの施設整備の考え方」の図を参照）により「継続・長寿命化」「転用・複
合化・統合」「改修・改善」「廃止」等の方向付けを行います。
さらに、その方向付けを踏まえ、施設特性や地域特性を考慮した検討を推進していきます。

（７）施設の長寿命化、改修、改築に係る実施方針
施設の改修、改築に係る工事等を行う場合においては、経費節減を目的とした照明のＬＥＤ

化の実施やバリアフリー化による利用しやすさを考慮した内容としていく。

（８）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針
職員一人ひとりが、公共施設等の管理の意義や必要性を理解する必要があるため、全職員に

全庁的な体制で話し合われた内容を共有するなど、意識の共有化を図ります。
また、公共施設を管理する上で、町民利用施設で導入している指定管理者制度や、可能な場
合はＰＰＰやＰＦＩを活用し、事業の効率化や町民サービスの充実を図るための体制構築を
目指します。
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（９）ユニバーサルデザイン化の推進方針
今後も保持していく施設の修繕、改修については、誰もが利用しやすい施設となるよう、ユニバ

ーサルデザイン化を推進していきます。

■これからの施設整備の考え方
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５ フォロー体制に関する実施方針

（１）見直し
この計画の内容については、今後の社会情勢、財政状況や環境の変化に応じ、さらに、総合計

画、総合戦略に合わせて本計画だけでなく、手法や優先順位の設定なども柔軟に見直しを図って
いく。

（２）協議・検討・検証
公共施設等の適正配置の検討にあたっては、議会や町民に対し随時情報提供を行い、町全体

で認識の共有化を図ります。
さらに、本計画の実行に向けてのフォローアップ活動として、分類別の方針に基づき、各施設に関

し、更新時期における定期的な検証を行います。
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第３章 施設類型ごとの管理に関する基本方針

第２章における公共施設等の管理に関する基本的な考え方を踏まえ、公共施設（建築物）、
インフラ系施設の分類ごとに基本的な方針を整理します。

１ 公共施設等（建築物）に関する分類別の方針
公共施設等に関する分類に沿って、住宅以外の町有施設のうち 29 施設を主要施
設とし、その現状等を記述することとする。

①教育文化関連施設

【現状】
教育文化関連施設の有形固定資産減価償却率が 85.5％となっています。

【主な施設】

【今後の方針】
今後は、長寿命化を前提としながらも、管理コストや児童数の推移を見ながら、今後の在り方を

検討します。なお、今後の在り方を決定する際は、施設の有効活用のための個別施設計画に基づ
き行います。

№
件名

(施設名)
耐用
年数

取得
年度

取得
価額

（千円）

期末
簿価

（千円）

延べ床
面積
（㎡）

1 中頓別小学校、体育館 47 1989 819,262 288,576 3,818.0
2 中頓別中学校、体育館 47 1968 100,704 0 3,271.0
3 給食センター 38 1972 10,020 0 229.0
4 中頓別町民センター 47 1978 363,578 59,627 2,042.0
5 創作活動施設 47 1974 57,800 4,393 444.0
6 小頓別多目的集会施設 47 1983 75,500 20,687 333.2
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②庁舎関連施設

【現状】
庁舎関連施設の有形固定資産減価償却率が 27.0％となっています。

【主な施設】

【今後の方針】
今後は長命化を図ることを前提に、修繕による対応を中心に行います。

③産業（農業）関連施設

【現状】
産業（農業）関連施設の有形固定資産減価償却率が 45.0％となっています。

【主な施設】

【今後の方針】
今後は長寿命化を図ることを前提に、修繕による対応を中心に行います。

№
件名

(施設名)
耐用
年数

取得
年度

取得
価額

（千円）

期末
簿価

（千円）

延べ床
面積
（㎡）

1 役場庁舎 50 2003 401,520 297,175 1,359.4
2 中頓別支署消防庁舎 47 2001 266,070 191,570 800.7

№
件名

(施設名)
耐用
年数

取得
年度

取得
価額

（千円）

期末
簿価

（千円）

延べ床
面積
（㎡）

1 農産物加工研究施設（もうもう） 38 2000 45,632 25,919 294.4
2 農業体験交流施設（オガル） 30 2002 24,332 12,750 347.6
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④供給処理施設

【現状】
供給処理施設の有形固定資産減価償却率が 38.0％となっています。

【主な施設】

【今後の方針】
施設の安全性を大前提に、長寿命化を柱として施設の維持管理を進めていきます。

⑤スポーツ・レク施設

【現状】
スポーツ・レク施設の有形固定資産減価償却率は 91.6％となっています。

【主な施設】

【今後の方針】
スポーツ・レク施設は、老朽化の状況と利用者状況やニーズに応じて、長寿命化を柱に、建て替

えや複合化を検討します。

№
件名

(施設名)
耐用
年数

取得
年度

取得
価額

（千円）

期末
簿価

（千円）

延べ床
面積
（㎡）

1 下水道管理センター 50 1997 563,970 349,661 1,426.0

№
件名

(施設名)
耐用
年数

取得
年度

取得
価額

（千円）

期末
簿価

（千円）

延べ床
面積
（㎡）

1 中頓別町体育館 34 1966 13,500 0 665.0
2 山村水泳プール 34 1984 92,000 3,680 896.0

3
中頓別町青少年柔剣道場、中頓別町
郷土資料館

47 1984 118,000 34,928 590.0

4 寿スキー場ロッジ 24 1983 30,610 0 239.0

5
中頓別町多目的集会施設（寿公園
管理棟）

24 1989 5,771 477 102.2
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⑥観光関連施設

【現状】
観光関連施設の有形固定資産減価償却率は 78.9％となっています。

【主な施設】

【今後の方針】
観光関連施設は、老朽化の状況と利用者状況やニーズに応じて、長寿命化を柱に、建て替え

や複合化を検討します。

⑦医療関連施設

【現状】
医療関連施設は、2施設です。有形固定資産減価償却率は 69.5％となっています。

【主な施設】

【今後の方針】
今後の人口推移、患者動向を考慮しながら、施設の安全性を前提に、長寿命化を柱として施

設維持管理を進めていきます。

№
件名

(施設名)
耐用
年数

取得
年度

取得
価額

（千円）

期末
簿価

（千円）

延べ床
面積
（㎡）

1 ピンネシリ温泉 22 1988 134,200 0 330.5
2 そうや自然学校 47 1994 277,666 143,276 929.0
3 敏音知交流センター 24 1995 139,802 16,497 405.0

№
件名

(施設名)
耐用
年数

取得
年度

取得
価額

（千円）

期末
簿価

（千円）

延べ床
面積
（㎡）

1 中頓別町国民健康保険病院 50 2005 639,481 389,668 2,419.8
2 歯科診療所 24 1982 29,000 0 222.7
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⑧子育て支援関連施設

【現状】
現在、認定こども園 1施設です。有形固定資産減価償却率は 33.0％となっています。

【主な施設】

【今後の方針】
子育て支援施設については、園児数の減少も予想されますが、町民サービスが低下しないよう施

設を継続維持していきます。

⑨保健福祉関連施設

【現状】
保健福祉関連施設は、有形固定資産減価償却率は 32.0％となっています。

【主な施設】

【今後の方針】
施設の安全性を大前提に、長寿命化を柱として施設の維持管理を進めていきますが、老朽化の

状況と利用者ニーズを考慮し、施設の多機能化を検討します。

№
件名

(施設名)
耐用
年数

取得
年度

取得
価額

（千円）

期末
簿価

（千円）

延べ床
面積
（㎡）

1 認定こども園 47 2001 422,625 283,159 1,213.8

№
件名

(施設名)
耐用
年数

取得
年度

取得
価額

（千円）

期末
簿価

（千円）

延べ床
面積
（㎡）

1 保健センター、介護福祉センター 50 2000 258,230 175,596 952.8
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⑩コミュニティ関連施設

【現状】
地域集会施設が中心となっています。有形固定資産減価償却率は 75.6％となっています。

【主な施設】

【今後の方針】
地域集会所は、老朽化の状況と利用者状況やニーズに応じて、長寿命化を柱に、建て替えや

複合化等を検討します。

⑪その他施設

【現状】
その他施設は、バスターミナル、自動車学校などで、有形固定資産減価償却率は 100.0％とな

っています。

【主な施設】

【今後の方針】
施設の安全性を大前提に、長寿命化を柱として施設の維持管理を進めていきます。

№
件名

(施設名)
耐用
年数

取得
年度

取得
価額

（千円）

期末
簿価

（千円）

延べ床
面積
（㎡）

1 旭台コミュニティセンター 24 1995 12,273 1,448 129.2
2 敏音知コミュニティセンター 24 2001 42,588 15,758 172.5

№
件名

(施設名)
耐用
年数

取得
年度

取得
価額

（千円）

期末
簿価

（千円）

延べ床
面積
（㎡）

1 中頓別バスターミナル 24 1990 49,955 0 198.0
2 中頓別町立自動車学校 22 1975 25,608 0 348.3
3 旧小頓別小中学校 47 1966 1,078,650 0 799.0
4 中頓別町火葬場 38 1976 19,450 0 106.3
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⑫住宅関連施設

【現状】
町有の公営住宅、教職員住宅、消防職員住宅です。有形固定資産減価償却率は 52.7％と

なっています。

【今後の方針】
今後も、今ある公営住宅をできるだけ長く有効活用しながら、「公営住宅再生マスタープラン」を

基本に、維持費の縮減、修繕や更新時期の分散化、毎年の事業費の平準化を図っていきます。
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２ インフラ系施設に関する分類別の方針

道路、橋梁等については、点検や、個別に定める長寿命化計画等に従って維持管理、修繕、
更新、改良等を進めていきます。その他施設については、総合計画との整合性を図り、本計画に準
じて継続的に見直しを行い、維持管理、修繕、更新等を実施します。

①道路
町道～毎年行っている住民からの要望調査及び実地調査を基に、路面性状・法面・土木構造

物の点検を行い、計画的に維持補修を行います。生活道路については、安全性を優先し、
老朽化の著しい舗装道路の改良工事を行います。また、歩道整備や景観に配慮した道づく
り、除雪体制の充実を図ります。

農道～ 農産物の集荷や農作業等のための道路であり、原則、廃止・撤去等は出来ないが、修
繕・更新等をする際には、施設の利用形態等を再認識し施設機能の適正化に努めます。
また、農林水産省のインフラ長寿命化計画（行動計画）において、重大な事故につながる
可能性が極めて小さい施設について、個別施設計画から除くことができるとしている事から、
橋梁以外の施設は日常的なパトロールなどで状況確認しながら、施設の機能や周辺環境
に影響を及ぶ場合に、補修・更新等の対応を行います。

林道～ 造林や間伐、木材搬出等のための道路であり、原則、廃止・撤去等は出来ないが、修
繕・更新等をする際には、施設の利用形態等を再認識し施設機能の適正化に努めます。
また、林野庁のインフラ長寿命化計画（行動計画）において、規模が小さく予防保全型で
はなく事後的な措置により対応する施設については、個別施設計画から除くことができるとし
ている事から、橋梁以外の施設は日常的なパトロールなどで状況確認しながら、施設の機
能や周辺環境に影響を及ぶ場合に、補修・更新等の対応を行います。

②橋梁
橋梁長寿命化計画及び法定橋梁点検結果を基に、損傷に対する劣化予測を行い、予防的な

修繕の実施を徹底することにより、大規模修繕・架替え費用の高コスト化を回避します。従来の
「事後保全的な対応」（損傷が大きくなってから行う修繕）から、「予防保全的な対応」（損傷が
小さなうちから計画的に行う修繕）に転換し、ライフサイクルコストの縮減を図り、また、修繕時期
は、重要度の高い路線の橋梁等について、損傷状況に応じて優先的に修繕を実施するとともに、さ
らに橋梁の各部材の損傷状況と供用年数に応じて劣化予測を行い、総合的に判断した上で決定
します。
点検については、施設の損傷を早期発見するため、通常は巡回による通行車両からの目視を主

体とした点検を行います。また、通常巡回とは別に定期的な点検（近接目視により行うことを基本
とし、必要に応じて触診や打音等の非破壊検査等を併用）を行い、損傷度を把握します。
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③公園
長寿命化計画に基づき、担当係等による毎月の点検。遊具メンテナンス業者による年１回の専門点

検を実施し、安全に遊具を利用できるよう管理し、予防保全型の維持管理に努めます。
そのほか、園整備についても個別施設計画に基づき、議会や町民と情報を共有しながら実施します。

④上下水道
イ予防保全型の維持管理
上下水道施設の計画的な点検、清掃、補修による施設の長寿命化を図り、資産を有効に活

用しながら、予防保全型の維持管理に努めます。

ロ施設管理の効率化
処理施設等の電力、燃料及び薬品使用量の削減に向けて、運転管理の効率化に努めます。

ハ下水道施設の改築更新
計画的に老朽化した下水道施設の改築更新を行います。

⑤ 土地改良施設（排水路）
劣化や疲労等の経年的な損傷にくらべ、降雨・地震等の災害や人的な事故等の短期間で発

生する事象に起因する損傷によって健全性が左右される施設である事から、巡視や被災後の点検
等により状態を把握し、適切に機能回復を図ることを基本に管理するため個別施設計画は策定を
行わない事とします。
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